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１ 一般会計の当初予算 

   令和４年度の一般会計当初予算額は、133億 4千万円となっておりまして、令和３年度

当初予算と比較しますと、5億 2千万円、率にして 4.1％の増となっております。 

   増加の主な要因としましては、がんばっどふるさと応援基金推進事業や公共施設の長

寿命化改良整備事業の増のほか、新たに新消防庁舎整備基本計画策定事業等に取り組む

ことなどによるものであります。また、感染症への対応においては、社会経済活動を継

続しつつ感染拡大を防止し、ポストコロナを見据えた経済回復やデジタル化等の推進に

必要となる経費を計上しております。 

 

２ 一般会計の歳入予算 

   歳入予算の財源構成につきましては、自主財源が対前年度比で 4 億 7,708 万 5 千円、

率にして 14.3％の増となっております。これは、寄附金が 4 億円の増となっております

ことが主な要因となっております。 

   地方交付税につきましては、地方財政計画において、対前年度伸び率で 3.5％の増とな

っており、本市におきましては、本年度の市税の減を考慮し、普通交付税は、対前年度

比率で 4.0％の増、特別交付税は、1.8％の増となっております。 

   市債につきましては、串間市中心市街地まちづくり事業等の事業費が減となり、対前

年度比で 2億 6,510万円、率にして 22.0％の減となっております。 

 

３ 一般会計の歳出予算 

 義務的経費につきましては、対前年度比で 3,658万円、率にして 0.6％の増となってお

ります。このうち、人件費は、消防団員の報酬の増により 0.8％の増、扶助費は、生活保

護受給者数の増により 0.5％の増、公債費は、0.4％の増となっております。 

   投資的経費につきましては、対前年度比で 5 億 3,171 万 9 千円、率にして 30.5％の減

となっております。これは、普通建設事業費のうち、串間市中心市街地まちづくり事業

の減が主な要因となっております。 

   その他の経費につきましては、物件費は、対前年度比で 5 億 6,016 万 5 千円、率にし

て 32.4％の増、補助費等は、対前年度比で 4億 2,351万 7千円、率にして 28.9％の増と

なっております。これは、がんばっどふるさと応援基金推進事業の返礼品の増が主な要

因となっております。 

 

 

 

 



４ 市債現在高の推移（一般会計） 

一般会計の市債現在高は、令和４年度末で 116億 8,872万 3千円となる見込みであり

ます。この現在高は、令和３年度末の見込額、116億 2,435万 5千円と比較しますと、 

6,436万 8千円の増となる見込みであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 基金現在高の推移（一般会計） 

   一般会計の基金現在高は、令和４年度末で 28億 9,345万 3千円となる見込みでありま

す。この現在高は、令和３年度末の見込額、34億 4,010万 6千円と比較しますと、5億

4,665万 3千円の減となる見込みであります。 

 



令和４年度

当初予算

(A)

令和３年度

当初予算

(B)

比 較

(A)-(B)

伸 率

(A)-(B)/(B)

13,340,000 12,820,000 520,000 4.1

国民健康保険特別会計(事業勘定) 2,950,647 2,804,935 145,712 5.2

後期高齢者医療特別会計 633,680 658,862 △ 25,182 △ 3.8

農業集落排水事業特別会計 41,044 40,561 483 1.2

公共下水道事業特別会計 105,897 108,483 △ 2,586 △ 2.4

漁業集落排水事業特別会計 2,844 2,290 554 24.2

介護保険特別会計(事業勘定) 2,623,928 2,661,236 △ 37,308 △ 1.4

市木診療所特別会計 67,992 74,683 △ 6,691 △ 9.0

小　　　　　計 6,426,032 6,351,050 74,982 1.2

2,558,168 2,345,077 213,091 9.1

841,364 808,943 32,421 4.0

23,165,564 22,325,070 840,494 3.8合 計

（単位：千円，％）

各 会 計 の 予 算 規 模

病院事業会計（収益的支出及び資本的支出）

水道事業会計（収益的支出及び資本的支出）

一 般 会 計

会　 計　 名

特

別

会

計



（単位：千円、％）

年 度 予 算 額

金 額 伸　率

令和４年度 13,340,000 520,000 4.1

令和３年度 12,820,000 ▲ 110,000 ▲ 0.9

令和２年度 12,930,000 40,000 0.3

令和元年度 12,890,000 290,000 2.3

平成30年度 12,600,000 180,000 1.4

平成29年度 12,420,000 620,000 5.3

平成28年度 11,800,000 500,000 4.4

平成27年度 11,300,000 550,000 5.1

一 般 会 計 当 初 予 算 額

一　般　会　計　当　初　予　算　の　推　移

対前年度比較



予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 差 引 額 伸 率

1 市税 1,828,719 13.7 1,880,867 14.7 △ 52,148 △ 2.8

2 地方譲与税 155,000 1.2 145,100 1.1 　 9,900 　 6.8

3 利子割交付金 500 0.0 500 0.0 　 0 　 0.0

4 配当割交付金 2,600 0.0 2,600 0.0 　 0 　 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 4,700 0.0 3,300 0.0 　 1,400 　 42.4

6 法人事業税交付金 14,000 0.1 2,300 0.0 　 11,700 　 508.7

7 地方消費税交付金 420,000 3.1 366,000 2.9 　 54,000 　 14.8

8 ゴルフ場利用税交付金 5,000 0.0 4,900 0.0 　 100 　 2.0

9 環境性能割交付金 6,000 0.0 4,600 0.0 　 1,400 　 30.4

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 20,800 0.2 20,800 0.2 　 0 　 0.0

11 地方特例交付金 7,000 0.1 8,400 0.1 △ 1,400 △ 16.7

12 地方交付税 4,750,000 35.6 4,580,000 35.7 　 170,000 　 3.7

普通交付税 4,190,000 31.4 4,030,000 31.4 　 160,000 　 4.0

特別交付税 560,000 4.2 550,000 4.3 　 10,000 　 1.8

13 交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 2,000 0.0 　 0 　 0.0

14 分担金及び負担金 55,108 0.4 56,596 0.4 △ 1,488 △ 2.6

15 使用料及び手数料 141,210 1.1 144,452 1.1 △ 3,242 △ 2.2

16 国庫支出金 1,962,674 14.7 1,896,074 14.8 　 66,600 　 3.5

17 県支出金 1,227,964 9.2 1,233,649 9.6 △ 5,685 △ 0.5

18 財産収入 4,129 0.0 5,002 0.0 △ 873 △ 17.5

19 寄附金 800,000 6.0 400,000 3.1 　 400,000 　 100.0

20 繰入金 759,915 5.7 608,335 4.7 　 151,580 　 24.9

21 繰越金 1 0.0 1 0.0 　 0 　 0.0

22 諸収入 234,780 1.8 251,524 2.0 △ 16,744 △ 6.7

23 市債 937,900 7.0 1,203,000 9.4 △ 265,100 △ 22.0

13,340,000 100.0 12,820,000 100.0 　 520,000 　 4.1合 計

 ※ 構成比については、四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合があります。

比 較 対 当 初
科 目

　　　　　　　　　　　　　　　一 般 会 計 当 初 予 算 の 歳 入 の 状 況　（款 別）　　　　　　　　　       　（単位：千円、％）

令 和 3 年 度 当 初 （ Ｂ ）令 和 4 年 度 （ Ａ ）



予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 差 引 額 伸 率

1 議会費 164,995 1.2 155,402 1.2 　 9,593 　 6.2

2 総務費 2,348,121 17.6 1,684,140 13.1 　 663,981 　 39.4

3 民生費 4,651,970 34.9 4,745,985 37.0 △ 94,015 △ 2.0

4 衛生費 1,328,876 10.0 1,165,600 9.1 　 163,276 　 14.0

5 農林水産業費 984,900 7.4 930,414 7.3 　 54,486 　 5.9

6 商工費 425,551 3.2 397,586 3.1 　 27,965 　 7.0

7 土木費 1,030,587 7.7 1,323,138 10.3 △ 292,551 △ 22.1

8 消防費 408,163 3.1 418,805 3.3 △ 10,642 △ 2.5

9 教育費 945,520 7.1 868,655 6.8 　 76,865 　 8.8

10 災害復旧費 107,158 0.8 196,645 1.5 △ 89,487 △ 45.5

11 公債費 922,546 6.9 918,630 7.2 　 3,916 　 0.4

12 諸支出金 6,613 0.0 0 0.0 　 6,613 皆増

13 予備費 15,000 0.1 15,000 0.1 　 0 　 0.0

13,340,000 100.0 12,820,000 100.0 　 520,000 　 4.1

比 較
対 当 初科 目

※ 構成比については、四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合があります。

合 計

一 般 会 計 当 初 予 算 の 目 的 別 歳 出 の 状 況 （ 款 別 ）

（単位：千円、％）

（Ａ） （Ｂ）

令 和 4 年 度 令 和 3 年 度 当 初



予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 差 引 額 伸 率

(自主財源) 3,823,862 28.7 3,346,777 26.1 477,085 　 14.3

市税 1,828,719 13.7 1,880,867 14.7 △ 52,148 △ 2.8

分担金及び負担金 55,108 0.4 56,596 0.4 △ 1,488 △ 2.6

使用料及び手数料 141,210 1.1 144,452 1.1 △ 3,242 △ 2.2

財産収入 4,129 0.0 5,002 0.0 △ 873 △ 17.5

寄附金 800,000 6.0 400,000 3.1 400,000 　 100.0

繰入金 759,915 5.7 608,335 4.7 151,580 　 24.9

繰越金 1 0.0 1 0.0 0 　 0.0

諸収入 234,780 1.8 251,524 2.0 △ 16,744 △ 6.7

(依存財源) 9,516,138 71.3 9,473,223 73.9 42,915 　 0.5

地方譲与税 155,000 1.2 145,100 1.1 9,900 　 6.8

利子割交付金 500 0.0 500 0.0 0 　 0.0

配当割交付金 2,600 0.0 2,600 0.0 0 　 0.0

株式等譲渡所得割交付金 4,700 0.0 3,300 0.0 1,400 　 42.4

法人事業税交付金 14,000 0.1 2,300 0.0 11,700 　 508.7

地方消費税交付金 420,000 3.1 366,000 2.9 54,000 　 14.8

ゴルフ場利用税交付金 5,000 0.0 4,900 0.0 100 　 2.0

環境性能割交付金 6,000 0.0 4,600 0.0 1,400 　 30.4

国有提供施設等所在市町村助成交付金 20,800 0.2 20,800 0.2 0 　 0.0

地方特例交付金 7,000 0.1 8,400 0.1 △ 1,400 △ 16.7

地方交付税 4,750,000 35.6 4,580,000 35.7 170,000 　 3.7

普通交付税 4,190,000 31.4 4,030,000 31.4 160,000 　 4.0

特別交付税 560,000 4.2 550,000 4.3 10,000 　 1.8

交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 2,000 0.0 0 　 0.0

国庫支出金 1,962,674 14.7 1,896,074 14.8 66,600 　 3.5

県支出金 1,227,964 9.2 1,233,649 9.6 △ 5,685 △ 0.5

市債 937,900 7.0 1,203,000 9.4 △ 265,100 △ 22.0

13,340,000 100.0 12,820,000 100.0 520,000 　 4.1合 計

比 較 対 当 初
科 目

　　　　　　　　　　　　　　　一般会計当初予算の歳入の状況（自主財源・依存財源別）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）

　※　構成比については、四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合があります。

令 和 4 年 度 （ Ａ ） 令 和 3 年 度 当 初 （ Ｂ ）



市税

13.7%

分担金及び負担金 0.4%

使用料及び手数料 1.1%

繰入金

5.7%

寄附金

6.0%

その他

1.8%

地方消費税交付金

3.1%

地方交付税

35.6%

国庫支出金

14.7%

県支出金

9.2%

市債

7.0%

その他

1.6%
一般会計当初予算 歳入の状況

歳入

※ 構成比については、四捨五入のため、

内訳と合計が一致しない場合があります。



予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 差 引 額 伸 率

(義務的経費) 6,109,725 45.8 6,073,145 47.4 　 36,580 　 0.6

2,208,907 16.6 2,190,558 17.1 　 18,349 　 0.8

2,978,272 22.3 2,963,957 23.1 　 14,315 　 0.5

922,546 6.9 918,630 7.2 　 3,916 　 0.4

(投資的経費) 1,213,021 9.1 1,744,740 13.6 △ 531,719 △ 30.5

1,106,623 8.3 1,548,768 12.1 △ 442,145 △ 28.5

補助事業費 385,529 2.9 748,624 5.8 △ 363,095 △ 48.5

単独事業費 721,094 5.4 800,144 6.2 △ 79,050 △ 9.9

106,398 0.8 195,972 1.5 △ 89,574 △ 45.7

(その他経費) 6,017,254 45.1 5,002,115 39.0 　 1,015,139 　 20.3

2,288,251 17.2 1,728,086 13.5 　 560,165 　 32.4

90,210 0.7 119,984 0.9 △ 29,774 △ 24.8

1,889,462 14.2 1,465,945 11.4 　 423,517 　 28.9

213,262 1.6 159,735 1.2 　 53,527 　 33.5

41,700 0.3 0 0.0 　 41,700 皆増

124,480 0.9 124,480 1.0 　 0 　 0.0

1,354,889 10.2 1,388,885 10.8 △ 33,996 △ 2.4

15,000 0.1 15,000 0.1 　 0 　 0.0

13,340,000 100.0 12,820,000 100.0 　 520,000 　 4.1

公債費

災害復旧事業費

扶助費

維持補修費

補助費等

　※　構成比については、四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合があります。

繰出金

予備費

合 計

一 般 会 計 当 初 予 算 の 性 質 別 歳 出 の 状 況

（単位：千円、％）

令 和 4 年 度 （ Ａ ） 令 和 3 年 度 当 初 （ Ｂ ） 比 較 対 当 初
科 目

人件費

貸付金

物件費

投資及び出資金

積立金

普通建設事業費



人件費

16.6%

扶助費

22.3%

公債費

6.9%普通建設事業費

8.3%

災害復旧事業費等

0.8%

物件費

17.2%

維持補修費

0.7%

補助費等

14.2%

繰出金

10.2%

その他

2.9%

一般会計当初予算 歳出の状況

歳出

※ 構成比については、四捨五入のため、

内訳と合計が一致しない場合があります。



主な事業一覧

≪重点施策事業等≫ （単位：千円）

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1 新 100歳健康増進運動検証事業 総合政策課 4,263 0 0 3,700 563
本市の豊かな自然環境を生かした健康増進プログラムや新たに芽吹いた価
値（地方への関心、健康志向の高まり）を享受できる環境を創造するため
の調査を行う。

2 防災対策事業 危機管理課 151,034 833 147,200 4 2,997 防災行政無線操作卓の更新及び機能強化等を行い、災害等の未然防止や防
災行政に必要な通信体制の強化を図る。

3 新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業 医療介護課 29,797 29,797 0 0 0 新型コロナウイルス感染症にかかるワクチン接種のために必要な体制整備
を行い、ワクチン接種が円滑に進行することを目的とする。

4 環境衛生　臨時 市民生活課 10,912 0 0 10,000 912 ゼロカーボンシティ串間の実現に向けた指針となる、温暖化対策実行計画
（区域施策編）を策定する。

5 新 EV等導入促進事業 市民生活課 1,500 1,500 0 0 0 移動に伴い排出される二酸化炭素を削減し、ゼロカーボンシティ串間の実
現に寄与するＥＶ等を購入した者への補助を行う。

6 新 先進的ゼロカーボン推進事業 市民生活課 4,500 0 0 0 4,500 国の脱炭素ロードマップに即した、先進的なゼロカーボンの取り組みを
行っている事業者に対する補助を行う。

7 食用かんしょ産地維持緊急対策事業 農業振興課 23,225 0 0 23,000 225 サツマイモ基腐病対策の継続支援を行うことにより、農家経営の安定化及
び産地維持を図る。

8 地域経済活性化プレミアム商品券事業
商工観光スポー
ツランド推進課

77,283 77,283 0 0 0 新型コロナウイルス感染症により影響を受けた市内消費を喚起するため、
串間商工会議所に対してプレミアム商品券発行に係る経費を補助する。

9 新 キャッシュレス決済推進事業
商工観光スポー
ツランド推進課

26,500 26,500 0 0 0
新型コロナウイルス感染症により影響を受けた市内消費を喚起するととも
に、キャッシュレス決済を推進し、市内事業者に対して「新しい生活様
式」への移行を促す。

10 新 おいでよ！串間市！キャンペーン事業
商工観光スポー
ツランド推進課

25,000 25,000 0 0 0 旅行者の消費喚起を促し、地域の観光・関連産業に経済効果をもたらすた
め、宿泊者を対象とした地域クーポン券事業を実施する。

11 公営住宅等関連推進事業 都市建設課 34,568 15,516 0 19,052 0 経年劣化している住宅の長寿命化改修工事を行い、安心・安全な住環境の
提供を行う。

12 新 新消防庁舎整備基本計画策定事業 消防本部 18,322 0 0 18,000 322 串間市事前防災まちづくり構想に基づき、新消防庁舎移転のための基本計
画策定を行う。

13 新 福島小学校長寿命化改良事業 学校政策課 75,033 0 49,900 0 25,133 福島小学校の長寿命化改良工事に向けた基本設計及び実施設計を行う。

14 新 東九州自動車道用地先行取得体制支援事業
東九州道・中心
市街地対策課

6,613 0 0 0 6,613 東九州自動車道整備に必要な事業用地の先行取得体制構築に向けた土地開
発公社の設置。

14 件 488,550 176,429 197,100 73,756 41,265

　※　事業名に「　新　」と記載されている事業については、新規事業を示す。

事 業 費 事 業 説 明
左 の 財 源 内 訳

番号 事 業 名 主管課等



≪その他主な事業≫

一般会計

（単位：千円）

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1 串間市「くしまＰＲ大使」事業 総務課 600 0 0 0 600
串間の魅力を広くＰＲするために、本市にゆかりのある著名人を委嘱して
いる「くしまＰＲ大使」と、各種イベントやキャリア講演会等の各事業と
を組み合わせて、効果的に情報発信を図る。

2 がんばっどふるさと応援基金推進事業 総合政策課 586,738 0 0 586,738 0 ふるさと納税の制度を活用し、市外からの寄附金の獲得と返礼品の需要に
よる地場産業の振興を図り、寄附金８億円を目指す。

3 くしまｄｅスローライフ推進事業 総合政策課 6,983 750 0 0 6,233 移住相談会への参加や移住センターの設置により市外からの移住促進に繋
げ、本市への転入増加を目指す。

4 新 移住コーディネーター設置事業 総合政策課 3,190 0 0 0 3,190
移住・定住に関する人材を配置することで、移住・定住のPR拡充や空き家
バンクの登録促進、移住相談の受け入れ態勢を強化し、本市への転入増加
を目指す。

5 新 駅関連施設整備事業 総合政策課 49,305 0 48,400 0 905 ＪＲ日南線の利用促進及び公共交通利用者の利便性向上を図り、中心部の
賑わい創出のため、老朽化した串間駅舎等の解体建設を行う。

6 民生児童委員活動費 福祉事務所 13,265 6,632 0 0 6,633 民生委員法に基づく活動費及び民生委員協議会運営費を助成し、民生委
員・児童委員の活動を一層強化し、住民への支援強化を図る。

7 障害者地域生活支援事業 福祉事務所 37,628 17,523 0 0 20,105 障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、相談支援事業等を実施する。

8 子ども医療費助成事業 福祉事務所 54,208 10,005 0 44,000 203 出生から中学校卒業までの医療費の全額を助成する（ただし、食事代、保
険診療外のものを除く）。

9 働きやすい保育所等づくり緊急応援事業 福祉事務所 17,665 12,045 0 0 5,620

保育士の勤務環境改善に取り組んでいる保育事業者に対し、保育補助者の
雇上げに必要な経費（人件費）の一部を補助する。
保育所等に対し、保育に係る周辺業務を行う保育支援者の配置に要する費
用（人件費等）の一部を補助する。

10 教育・保育施設措置費 福祉事務所 1,002,329 698,672 0 11,075 292,582 子ども・子育て支援法第２７条の規定に伴う教育・保育施設に係る施設型
給付費の支給を行う。

11 健康増進事業 医療介護課 882 444 0 111 327 成壮年期(40～64才)に対する健康教育、健康相談、訪問指導、健康診査(生
保) の実施や後期高齢者に対する保健指導を実施する。

12 がん検診事業 医療介護課 15,984 0 0 1,620 14,364 がん検診事業として、胃・大腸・子宮頸・乳・肺がん検診を実施し、がん
に係る医療費の削減、死亡率の低下を目指す。

事 業 説 明
左 の 財 源 内 訳

番号 事 業 名 主管課等 事 業 費



国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 説 明

左 の 財 源 内 訳
番号 事 業 名 主管課等 事 業 費

13 妊産婦・乳児健康診査 福祉事務所 15,232 904 0 14,000 328
妊産婦及び乳児の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図り、安心して妊
娠・出産・育児ができる体制を確保するため、妊産婦・乳幼児健診等に要
する経費を助成する。

14 不妊治療費助成事業 福祉事務所 2,321 274 0 0 2,047 妊娠・出産、子育ての悩み解消に向けた相談・支援体制の充実や経済的負
担の軽減を図るため、不妊症・不育症にかかる治療費の助成を行う。

15 自家消費型新エネルギー導入促進事業 市民生活課 1,200 0 0 1,200 0 エネルギー自給率の向上及び災害に強い地域づくりに寄与し、ゼロカーボ
ンシティ構築の推進を行う。

16 きらり輝く！若い農業者就農促進事業 農業振興課 13,500 4,500 0 0 9,000

新たな地域農業の担い手となる新規就農者や後継者が、円滑な農業経営を
始めるための農業資材、設備等の整備や、経営規模拡大及び安定した農業
経営を図るために必要な経費を補助し、新規就農者の就農促進及び定着を
図る。

17 多様な担い手組織アクションサポート事業 農業振興課 1,161 0 0 0 1,161 本市農業の担い手である認定農業者・青年農業者・女性農業者組織の育成
支援を行い、本市農業の振興を図る。

18 近未来技術等社会実装事業 農業振興課 8,888 4,444 0 0 4,444 スマート農業技術（農業用ドローンによる防除・生育調査等）を促進する
ことにより、食用かんしょの産地強化を図る。

19 肉用牛産地維持対策事業 農業振興課 7,500 0 0 0 7,500 串間市産肉用子牛を導入した際の導入費助成を行う。

20 くしま型畜産生産力向上支援事業 農業振興課 3,600 0 0 3,600 0
国の制度事業を活用できない意欲的な畜産農家の事業活用を推進しなが
ら、空き畜舎等の活用や畜舎の有効活用を促進するとともに、収入源とな
る子牛を確実に分娩させ、本市の更なる畜産業の発展に繋げる。

21 農地耕作条件改善事業 農地水産林政課 119,044 80,626 38,100 0 318
地域の安全性・利便性の向上を図るとともに、各施設へのアクセスを容易
することで生産性の高い営農と担い手育成に繋げ、農業所得向上に結び付
ける。

22 新 串間市経営体育成促進換地等調整事業 農地水産林政課 1,500 0 0 0 1,500 大島堰土地改良区の区域内である徳間・上町に位置する水田地帯の地区内
農地等状況調査を行う。

23 串間市森林環境譲与税活用事業（経常） 農地水産林政課 60,285 0 0 11,285 49,000 森林経営管理制度に係る資源量解析や森林所有者の意向調査等を行う。

24 串間市森林環境譲与税活用事業 農地水産林政課 5,779 0 0 5,779 0 「再造林の作業省力化」や「普通苗とコンテナ苗の差額補助、苗木の生
産」を目的とした協議会への負担金

25 新たなる水産資源開拓推進事業 農地水産林政課 1,356 0 0 0 1,356 キロ単価の高いアラやカサゴの放流を行う漁業協同組合に補助を行い、複
合経営に取組む漁業者の収入増加を目指す。



国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 説 明

左 の 財 源 内 訳
番号 事 業 名 主管課等 事 業 費

26 青年漁業者・新規就業者支援事業 農地水産林政課 4,500 0 0 0 4,500
青年漁業者(後継者含む)及び新規漁業就業者が漁業を行う上で必要な漁業
用資材、漁船、設備等の整備や、経営規模の拡大及び安定した漁業経営を
図るために要する経費を補助する。

27 串間市水産業人材投資事業 農地水産林政課 1,000 500 0 0 500 新規就業者や親元就業者の経営安定の支援を行い、新規就業者の増加を目
指す。

28 新 経営バトンタッチ推進事業
商工観光スポー
ツランド推進課

1,000 0 0 0 1,000 事業承継に係る費用を一部補助し、スムーズな事業承継を促すことで企業
の若返りを図り、もって経済活動の活性化及び雇用の場の維持を目指す。

29 企業支援プロジェクト事業
商工観光スポー
ツランド推進課

10,123 0 0 10,000 123
創業、事業拡大、従業員の技能向上等への支援や、新卒者等に対する就労
奨励金を支給すること等により、市内事業所の活性化及び雇用安定を図
る。

30 串間エコツーリズム推進事業
商工観光スポー
ツランド推進課

6,400 0 6,400 0 0 資源保全と経済振興の両面から持続可能な地域振興を図るため、エコツー
リズムの認知度拡大や観光ブランド化を推進する。

31 観光物産プロモーション事業
商工観光スポー
ツランド推進課

14,000 14,000 0 0 0 コロナ禍での新しい観光形態に対応した近距離向けのプロモーションを積
極的に展開し、誘客促進による交流人口の増加を目指す。

32 市町村道整備事業 都市建設課 164,750 85,656 74,400 0 4,694
道路改良事業を実施し、通学児童の安全性の向上を図るとともに地域住民
の利便性・快適性、地域連携や地域振興等の道路ネットワークを構築す
る。

33 橋梁維持管理事業 都市建設課 91,630 56,364 12,000 0 23,266 本市が管理する橋長2ｍ以上の245橋について、5年毎の定期点検実施及び長
寿命化修繕計画に基づき橋梁の補修、修繕を実施する。

34 新 河川改修事業 都市建設課 28,200 0 28,000 0 200
豪雨により道路冠水等の被害が発生していることから被害の軽減を図るた
め、河川断面及び余裕高の確保されていない橋梁の改修等を調査・設計す
る。（市木地区石原川）

35 総合運動公園整備事業 都市建設課 95,124 39,000 39,000 12,065 5,059
長寿命化計画等に基づき、施設利用者の安全確保及び利用者のニーズに即
した整備を行う。
令和４年度整備　室内体育施設屋根等改修工事

36 公営住宅整備事業 都市建設課 34,777 15,649 17,900 0 1,228 安心安全な住環境の提供を行うため、建築後50年を超え、老朽化した市営
あさひが丘住宅の建て替えを行うための実施設計を行う。

37 消防団活動拠点施設建設事業 消防本部 9,203 0 8,600 0 603 本城分団に消防団活動拠点施設を整備するため、用地取得及び実施設計を
行う。

38 福島高等学校支援事業 学校政策課 18,145 0 18,100 0 45 福島高校の魅力づくりの一環として、補助金等の支給による経済的支援及
び公営塾等学校活動支援に取り組む。



国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 説 明

左 の 財 源 内 訳
番号 事 業 名 主管課等 事 業 費

39 新 ＩＣＴ支援員活用事業 学校政策課 10,692 10,692 0 0 0 ICT教育の推進を図るため、授業での機器活用や職員研修等実務的な支援を
行うICT支援員を２名配置する。

40 中学校部活動支援事業 学校政策課 2,364 448 0 0 1,916 部活動指導体制の充実に向けた部活動支援員の配置や県大会等の出場に対
する支援を行う。

41 文化財保護対策事業 生涯学習課 3,200 500 0 2,700 0 岬馬の保護育成及び生息地環境整備等を行う。

42 スポーツ振興支援事業 生涯学習課 6,560 0 6,500 0 60 スポーツの普及および加盟団体の競技力向上並びに指導者の育成を図るた
め、市スポーツ振興の中核となる串間市体育協会の運営費を補助する。

42 件 2,531,811 1,059,628 297,400 704,173 470,610

水道事業

1 奈留地区水道整備事業 上下水道課 112,050 44,040 31,200 36,700 110 奈留地区の水道整備を図るため、中継ポンプ場を新設し既設配水管からポ
ンプ場までの送水管布設等を行う。

1 件 112,050 44,040 31,200 36,700 110

※事業名に「　新　」と記載されている事業については、新規事業を示す。



地方消費税率引上げ分における使途の明確化について  

 

 平成２６年４月より、国と地方を合わせた消費税の税率が５％から８％に改正

されました。また、令和元年１０月１日より、８％から１０％に改正されました。  

 これにより、本市の歳入である地方消費税交付金は増収となりますが、その増

収分については地方税法第７２条の１１６により、「消費税法第１条第２項に規

定する経費（社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費に充てるものと

する。」とされております。  

 串間市では、令和４年度当初予算における消費税の税率改正に伴う増収分を  

２２９，０９１千円と見込み、以下の事業に充当することとしています。  

 

 

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】
（単位：千円）

事業費 国県支出金 市債 その他 一般財源 充当額

重度心身障害者医療費対策費 58,503 29,167 29,336

障害者地域生活支援事業 37,628 17,523 20,105

障害福祉サービス等給付事業 588,873 441,130 147,743

養護老人ホーム入所者援護費 257,775 42,948 214,827

児童扶養手当支給事業 108,208 36,007 72,201

母子及び父子家庭等医療費助成事業 9,448 3,647 5,801

子ども医療費助成事業 54,208 10,005 44,000 203

教育・保育施設措置費 1,002,329 698,672 11,075 292,582

生活保護費 422,200 326,155 1 96,044

小計 2,539,172 1,562,306 98,024 878,842
国民健康保険特別会計繰出金（保険基盤安定） 150,139 113,326 36,813

介護保険特別会計繰出金 464,008 31,531 432,477

小計 614,147 144,857 469,290

感染症予防事業 29,154 416 28,738

がん検診事業 15,984 1,620 14,364

病院事業費 280,000 280,000

小計 325,138 416 1,620 323,102

3,478,457 1,707,579 99,644 1,671,234 229,091合計

事業名

社会
福祉

229,091

社会
保険

保健
衛生


